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厚生労働大臣が指定する小児がん中央機関は拠点病院を牽引し、全国の小児がん医療の質
を向上させるため、以下の役割を担うものとする。 
  
（１） 小児がん及びＡＹＡ世代で発症するがんに関する相談支援の向上に関する体制整備を行
うこと。また、小児がん患者・経験者の発達段階に応じた長期的な支援のあり方について検討
すること。  
（２） 小児がん及びＡＹＡ世代で発症するがんに関する情報を収集し、広く国民に提供すること
。  
（３） 全国の小児がんに関する臨床試験の支援を行うこと。  
（４） 拠点病院、小児がん連携病院等に対する診断、治療などの診療支援を行うこと。  
（５） 小児がん診療に携わる者の育成に関する国内の体制整備を行うこと。  
（６） 小児がんの登録の体制の整備を行うこと。  
（７） （１）から（６）の業務にあたっては、患者、家族及び外部有識者等による検討を踏まえて
行うこと。  

小児がん中央機関の役割 



小児がん中央機関機能強化事業実施要綱① 
（平成26年2月5日 / 平成28年3月29日一部改正 ） 

（１）小児がん相談・支援事業 
小児がん患者及びその家族等の不安や質問に適切に対応できるよう、小児がん拠点病院相
談支援センターの相談員を中心とした育成や継続研修を行うとともに、小児がん拠点病院相談
支援センターの周知等を実施する。（旧）相談員による相談の解決法等に関する意見交換を実施する。 

 
（２）普及啓発・情報提供事業 
小児がん患者及びその家族等の不安や疑問に適切に対応するため、国内外における小児が
んに関する各種情報の収集・提供や、医療・福祉・教育関係者向けの講演会等を実施する。 
 
（３）小児がん医療の診断支援事業 
質の高い小児がん医療の診断を行うため、小児がん拠点病院から診断要請があった場合に、
放射線診断、病理診断、分子生物学的診断等の支援を行う。 



（４）小児がん登録事業 
院内がん登録と併せて小児がんの疾患特異的な情報を収集し、小児がんデー 
タベースを構築することを検討する。 
  （旧）地域や全国レベルでの正確な小児がんの罹患率等を把握するための小児がん登録のあり方について、小児が
ん中央機関が中心となり、拠点病院、関係学会等と共に協議を行う。 
 

（５）小児がん医療従事者育成事業 
診断技術向上のため、小児がんに携わる医療従事者＊に対する効果的かつ効率 
的な教育・育成を行う。（旧）小児がんに携わる放射線科医・病理医 

 
（６）連絡協議会等運営事業 
小児がん拠点病院と小児がん中央機関からなる連絡協議会を設置し、拠点病 
院と中央機関間の密接な連携を図るため意見交換等を行う。また、患者・家 
族、教育関係者、有識者等が参画するアドバイザリー・ボードを設置し、小児 
がん中央機関機能強化事業等の課題を把握し、解決策の検討及び提案を行う。 

小児がん中央機関機能強化事業実施要綱② 
（平成26年2月5日 / 平成28年3月29日一部改正 ） 



小児がん中央機関 
厚生労働大臣が指定する小児がん中央機関は拠点病院を牽引し、全国の小児がん医療の

質を向上させるため、以下の役割を担うものとする。 

相談員専門研修により、194名の
小児がん専門相談員が誕生した 「小児がん情報サービス」

を構築 

拠点病院院内がん登録データの
小児がん特別集計を行い公表 

成人拠点病院に実施してい
る相談員基礎研修
(1)(2)(3)を提供 

小児がん中央診断
（病理、細胞マーカー
・分子診断、放射線） 

小児がん登録に関して
学会との擦り合わせ 

小児多職種診療 
チーム研修 

(脳腫瘍・移植・緩和など
） 



名 称 区分 予定者数 開催日 

小児がん拠点病院連絡協議会（第10回） 協議会 55 6月19日 

〃          （第11回） 協議会 55 1月17日 

アドバイザリーボード（第6回） 協議会 30 未定 

小児がん拠点病院連絡協議会 相談支援部会（第10回） 部会 25 5月23日 

〃                     （第11回） 部会 25 12月 

小児がん拠点病院 看護部長会議（第4回） 部会 15 6月19日 

〃             （第５回） 部会 15 1月17日 

小児がん相談員専門研修 （東京会場） 研修会 50 8月31日、9月1日 

〃        （大阪会場） 研修会 50 9月21日、9月22日 

小児がん拠点病院相談員継続研修 研修会 40 11月30日 

小児がん拠点病院、小児病院緩和ケアチーム研修 研修会 60 1月18日 

小児がん相談員研修検討委員会 その他 10 6．2．1月 

2019年度の予定 



小児がん拠点病院 情報公開 



白血病 

神経芽腫 

胚細胞性腫瘍 

悪性リンパ腫 

組織球症 

TAM 

その他 

脳脊髄腫瘍 

軟部腫瘍 

骨腫瘍 

肝腫瘍 

腎腫瘍 

網膜芽腫 
その他 

31.3% 

6.6% 

20.0% 

6.8% 

6.4% 

5.3% 

5.2% 

4.3% 

2.1% 

3.6% 

2.5% 

2.5% 

3.3% 

n=1360/年 

n=1537/年 

日本の小児がん（小児がん拠点病院情報公開 2015-17年集計 ） 

146施設中140施設 
95.9％ 

小児がん診療病院で診療された
診断時18歳以下の症例 



情報公開と全国がん登録の相違 

0~14歳 

0~19歳 

情報公開 

全国がん登録 2016 

n=2144 

n=3115 

n=2897 2015~2017 
白血病 

白血病 

白血病 

脳腫瘍 

脳腫瘍 

脳腫瘍 悪性リンパ腫 

情報公開は、小児がん診療病院で診療された診断時18歳以下の症例であるため、厳密に比較できない。 



学会登録 

2015 

2016 

2017 

情報公開 

2012-2015 

白血病 リンパ腫 脳腫瘍 

35.9% 

30.5% 

31.3% 

32.3% 18.6% 

18.2% 

22.9% 

14.9% 

神経芽腫 

胚細胞性腫瘍 

軟部腫瘍 

骨腫瘍 
肝腫瘍 

腎腫瘍 

網膜芽腫 

2072例 

3000例 

2805例 

2886例 

学会登録と情報公開の疾患分布（初発症例に限定） 



関東甲信越 

2013-2015 

東海北陸 

近畿 

中四国 

九州 

北海道 

東北 

2455例 

38.7% 

14.2% 

19.4% 

7.4% 

10.6% 5.8% 

3.9% 

(n=6347) 

学会登録 

関東甲信越 

東海北陸 

近畿 

中四国 

九州 

北海道 

東北 

39.3% 

14.6% 

17.9% 

8.6% 

11.4% 
5.0% 

3.3% 

情報公開 
2017 (n=3000) 

学会登録と情報公開の地域分布（初発症例に限定） 



情報公開からみる集約化について(症例数ベース) 

初発例 

再発例 

2015 

2016 

2017 

2015 

2016 

2017 

拠点病院 非拠点病院 

35.3% 

35.6% 

35.1% 

30.8% 

37.4% 

39.7% 360例 

356例 

279例 



情報公開からみる集約化について 
(入院のべ日数ベース) 

2015 

2016 

2017 

484845 

479570 

479335 

34.1% 

33.1% 

36.2% 





小児がん医療相談ホットライン 



委員名 所  属 職  名 

田尻 達郎 特定非営利活動法人 日本小児外科学会 理事長 

細井 創 特定非営利活動法人 日本小児血液・がん学会 理事長 

山下 公輔 公益財団法人 がんの子どもを守る会 理事長 

天野 慎介 一般社団法人 グループ・ネクサス・ジャパン 理事長 

上別府 圭子 日本小児がん看護学会 理事長 

馬上 祐子 小児脳腫瘍の会 代表 

南 砂 読売新聞東京本社 
常務取締役調査研究本部
長 

２０１９年度委員                           （敬省略） 

小児がん中央機関アドバイザリーボード委員 

越永 從道 特定非営利活動法人 日本小児外科学会 理事長 

細井 創 特定非営利活動法人 日本小児血液・がん学会 理事長 

山下 公輔 公益財団法人 がんの子どもを守る会 理事長 

天野 慎介 一般社団法人 グループ・ネクサス・ジャパン 理事長 

新平 鎮博 国立特別支援教育総合研究所 情報・支援部 部長 兼 上席総括研究員 

丸   光惠 甲南女子大学看護リハビリテーション学部 教授 

山崎 真一 NHK報道局取材センター社会部 シニア・ディレクター 

 

２０１８年度委員 
  

（敬省略） 




